

















































































































1914（大正3）年末現在 1919（大正8）年末現在 1930（昭和5）年末現在 1936（昭和l1）年末現在
（第 l次大戦直前） （第 I次大戦直後） （満州事変前） （日中戦争前）
対華投資 439 対華投資 1,163 対華投資 2,779 対満州国投資 3,000 
支那政府への借款 19 中央政府借款 208 対華本土投資 1,127 対華投資 1,600 
支那会社への貸付 35 地方政府借款 60 借款による投資 822
直接事業投資 385 民間事業貸付 150 直接投資 305 
直接事業投資 745 対満投資 1,472 
借款による投資 232対南洋その他投資 300 
直接投資 1,240 対ハワイ ・南北米投資
対フィリピン・南洋投資 対南洋その他投資 80 対南洋その他投資 130 100 
40 対ハワイ・南北米投資 50対ハワイ・南北米投資 50世界における零細財産
対ハワイ ・米国投資 50 対連合国貸付 618 300 
































































































































































































































































































































いる (II）。 満鉄調査課 (1928）では、日本の投
















































名称 本社 設立年月 事業内容
公称資本金 払込み資本金 主要株主（出資比率：%）所在地 （千円） （千円）
南満州鉄道 大連 1906.12 鉄道、鉱山等 200,000 180,000 政府（50.0)
正隆銀行 大 連 1906. 7 銀 行 6,000 4,500 安田等（97.6）、中国側（2.4)
南満州製糖 奉天 1916.12 製 糖 10,000 3,550 
満州興業 大連 1917. 8 不 動 産 5,000 2,500 
満蒙毛織 奉天 1918.12 紡 績 10,000 2,500 日本側（97.4）、中国側（2.6)
大連取引所信託 大 連 1913. 6 信 託 3,000 2,000 日本側（89.3）、中国側 (10.7)
大連汽船 大 連 1915. 1 海 運 2,000 2,000 満鉄 (100.0)
大連東和汽船 大連 1916. 5 海 運 2,000 2,000 
瀧日銀行 大連 1917.12 銀 行 5,000 2,000 
富来洋行 大連 1913.11 商業、海運 1,900 1,900 
営口水道電気 営口 1906.1 電気、水道等 2,000 1,500 満鉄等（67.3）、中国側（32.7)
大連銀行 大連 1912.12 銀 行 3,000 1,500 
大連機械製作所 大連 1918. 5 機械製造 2,000 1,500 
東省実業 奉天 1918. 5 拓 殖 3,000 1,500 東拓等 （89.l）、中国側 (10.9)
出典： 『関東庁統計書』大正8年版、 1920年、を基礎に、 『満蒙に於ける日本の投資状態』等で補足。








電 気 化 学工 業 東 京 イじ 学 撫順 (1916)／職工延べ182千人、年産1449千円
東 洋 拓 殖 東 京 拓殖 ・ 金融 大連 (1917）、奉天 (1917）、恰爾浜 (1919)
大 倉 商 事 東 京 貿 易 大連 (1917）、 大倉組出張所 (1907）を継承
古 河 商 事 東 京 貿 易 大連 (1917)／古河鉱業出張所 (1910）を継承
一 菱 商 事 東 尽 貿 易 大連 (1918)
内 国 通 運 東 京 運 輸 大連 (1918)
湯 浅 貿 易 神 戸 貿 易 大連 (1918)





（出所 ：金子文夫 (1991）『近代日本における対満州投資の研究』近藤出版社、 195頁）
図表4 第一次大戦期設立の主要日中合弁企業（1915（大正4）～19（大正8）年）
名称 所在地 設立年月 事業内容 資本金 出資者（出資比率：%）
鴨緑江製材公司 安 東 1915.10 製材業 250千円 大倉組（50.0）、鴨緑採木公司（50.0)
天保山銀銅鉱公司 延 -a 1915.12 鉱 業 550千元 太輿合名（50.0）、劉紹文（50.0)
振興鉄鋼公司 奉 天 1916. 4 鉱 業 140千円 満鉄
磁土採掘公司 奉天省復県 1916. 6 鉱 業 100千元
富 寧 造 紙 ゴ0ゴ 林 1917.11 製紙業 250千円 王子製紙（50.0）、中国側 （50.0)
天 国軽便鉄路 延 でa1918. 3 鉄 道 ・． 太輿合名
老頭溝煤硫公司 延 τ~I= ヨ 1918. 9 鉱 業 20千円 飯田延太郎（50.0）、吉林実業庁（50.0)
華森製材公司 -a 林 1918.10 林 業 2,000千円 王子製紙（50.0）、吉林省政府（50.0)
豊 林 公 司 長 春 1918.l l 林 業 1,250千円 大倉組（50.0）、中国側（50.0)
黄川採木公司 コ口I= 林 1918.11 林 業 1,000千円 形式は中国人企業、実質は王子製紙出資
弓張嶺鉄鋼公司 奉 天 1918.12 鉱 業 1,000千円 太輿合名（60.0）、 奉天省政府（40.0)
錦西煤硫公司 錦西県 1918 .. 鉱 業 1,000千円 安川敬一郎、通裕煤硫公司
中東海林実業公司 恰爾浜 1919. 2 林 業 1,500千円 日本紙器（50.0）、 吉林省政府（50.0)
慶 雲 製 材 恰爾浜 1919. 5 林 業 2,000千円 三井合名（50.0）、 吉林省政府（50.0)











































































































































































































































































樋口弘 (1941）、樋口弘 (1942）、 HelmutG. 

































































































































マ レ 一 30,679 600 2,614 
北ボルネオ 13,730 6,294 
蘭 印 27,273 3,541 
フィリピン 67,000 2,237 
仏 印
タ イ 500 
そ の 他 3,000 5,380 



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































( 1 ）西川俊作・山本有造編著 (1990）、94-96頁。
( 2）山崎一平・山本有造 (1979）、 56頁。
( 3）山崎一平・山本有造 (1979）、 56頁。
(4）高村直助（1982）、まえがきl頁。








































































Helmut G. Callins (1941) , Foreign Ciαpita! 
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